
 

 

１ 調査概要 

（１）調査の目的 

本調査は、平成２７年度に「東京都犯罪被害者等支援計画」の見直しを行うに当たり、都内に

おける犯罪被害者及びその家族又は遺族（以下「犯罪被害者等」という。）の実態と被害者支援

に係るニーズを把握し、計画見直しの検討材料の一つとすることを目的に実施した。  

 

（２）調査の対象と調査方法 

本調査の対象者は、犯罪被害者等、被害者支援団体、区市町村など次に示す６種類の調査

を実施した。 

 

ア 犯罪被害者等（性犯罪を除く）に対する調査 

（ア） 調査対象 

被害者団体・被害者支援団体において把握している犯罪被害者等のうち、都内に住

所を有するもの 

（イ） 調査方法 

調査票一式を被害者団体・被害者支援団体に送付し、団体から犯罪被害者等に発送

する。回答は無記名式。督促は行わない。 

イ 性犯罪・性暴力被害者に対する調査 

（ア） 調査対象 

性犯罪・性暴力被害者支援団体において把握している性犯罪・性暴力被害者のうち、

都内に住所を有するもの 

（イ） 調査方法 

調査票一式を被害者支援団体に送付し、団体から性犯罪・性暴力被害者に発送する。

回答は無記名式。督促は行わない。 

ウ 被害者団体・被害者支援団体等に対する調査 

（ア） 調査対象 

都内に拠点を置き、活動している民間団体・行政機関 

（イ） 調査方法 

調査票一式を団体・機関に送付する。回答方法は記名式。督促を１回行う。 

エ 性犯罪・性暴力被害者支援団体に対する調査 

（ア） 調査対象 

都内に拠点を置き、活動している民間団体 
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（イ） 調査方法 

調査票一式を団体に送付する。回答方法は記名式。督促を１回行う。 

オ 区市町村に対する調査 

（ア） 調査対象 

東京都内の全区市町村 

（イ） 調査方法 

調査票一式を区市町村に送付する。回答方法は記名式。督促を１回行う。 

カ 犯罪被害者等を取り巻く地域の民間団体に対する調査 

（ア） 調査対象 

都内で活動し、行政が設置する被害者支援に関する会議に参加している民間団体 

（イ） 調査方法 

調査票一式を団体に送付する。回答方法は記名式。督促を１回行う。 

 

（３）回収結果 

各調査の回収結果は、以下のとおりであった。 

 

調査対象 配布数 有効回収数 有効回収率 

犯罪被害者等（性犯罪を除く）に対する調査 １２９件 ９５件 ７３.６％ 

性犯罪・性暴力被害者に対する調査 ５９件 ４４件 ７４.５％ 

被害者団体・被害者支援団体等に対する調査 １８件 １５件 ８３.３％ 

性犯罪・性暴力被害者支援団体に対する調査 ７件 ５件 ５７.１％ 

区市町村に対する調査 ６２件 ６２件 １００％ 

犯罪被害者等を取り巻く地域の民間団体に対する調査 １４件 １３件 ９２.９％ 

総  計 ２８９件 ２３４件 ８０.９％ 
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２ 調査結果の分析 

「犯罪被害者等（性犯罪を除く）に対する調査」 

 

（１）犯罪被害者等支援の取組の進捗状況等 

 

ア 行政機関や被害者支援団体等による支援の取組について、「進んだと思う」、「まあまあ進ん

だと思う」を合わせて４割超が支援の取組が進んだと評価していた。 

20.0

24.2

17.5

23.2

12.1

26.3

22.1

24.2

21.1

26.3

30.3

26.3

3.2

3.0

3.5

5.3

6.1

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体(n=95)

殺人（未遂を含む）(n=33)

交通事故(n=57)

進んだと思う まあまあ進んだと思う どちらともいえない あまり進んだと思わない

全く進んでいない 無回答

 

 

イ 被害者のおかれた状況の認知については、「あまり知られていない」、「全く知られていない」

を合わせると８割超となっている。 

1.1

2.1

9.5 57.9 27.4

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=95)

よく知られている 一応知られている どちらともいえない

あまり知られていない 全く知られていない 無回答
 

 

 

 

 

 

 

－３－ 



ウ 行政機関や被害者支援団体による相談窓口・支援制度の認知については、「あまり知られ

ていない」、「全く知られていない」を合わせると８割超となっている。 

 

1.1

8.4 5.3 57.9 25.3

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=95)

よく知られている 一応知られている どちらともいえない

あまり知られていない 全く知られていない 無回答
 

 

 

エ 犯罪被害者等に対しての人権配慮については、「あまり配慮されていない」、「全く配慮され

ていない」を合わせると５割超となっている。 

22.1 24.2 31.6 20.0

2.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体(n=95)

十分配慮されている

一応配慮されているが、加害者と比べて十分でない

どちらともいえない

あまり配慮されていない

全く配慮されていない

無回答  

以上のことから、犯罪被害者等は、支援の取組の進展について一定の評価もしているものの、

被害者のおかれた状況や行政機関や被害者支援団体による相談窓口・支援制度に対する世間一

般の認識は、依然低いと考えていることが分かった。 
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（２）被害による心身への影響の大きさ 

犯罪の被害に遭われた方及びそのご家族に対する調査では、被害遭遇後の心身の状況について、

約 7割の犯罪被害者等が「不眠」と回答している。また、「うつ状態」、「感情まひ」、「PTSD（フラッシュ

バック、回避・まひ、過覚醒）」が３割を占めており、被害による心身の影響の大きさがうかがえる。 

22.1

69.5

52.6

46.3

14.7

23.2

14.7

11.6

7.4

36.8

11.6

33.7

32.6

5.3

10.5

21.1

2.1

3.2

0% 20% 40% 60% 80%

頭痛

不眠

疲労

食欲不振

食欲異常

胃痛

手足の震え

過呼吸

嘔吐

うつ状態

パニック障害

感情まひ

PTSD（フラッシュバック、回避・まひ、過覚醒）

薬物依存

アルコール依存

その他

ほとんど変化なし

無回答

全体
(n=95)

複数回答可
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被害後の他人の言動や態度で傷ついたことについては、「傷ついた」が「加害者及び加害者関係者

（加害者弁護士を含む）の対応」で７割超と最も多く、次いで「周囲の人々による無神経な言動」が６

割を超えている。被害者は、加害者や加害関係者だけではなく、周囲の人々の言動によっても傷つ

いていることがうかがえる。 

76.8

47.4

24.2

18.9

20.0

9.5

21.1

26.3

62.1

24.2

14.7

10.5

11.6

22.1

32.6

26.3

32.6

16.8

24.2

20.0

25.3

28.4

17.9

1.1

25.3

27.4

35.8

28.4

60.0

29.5

23.2

5.3

23.2

28.4

5.3

11.6

5.3

15.8

18.9

18.9

13.7

25.3

30.5

7.4

24.2

38.9

83.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加害者及び加害者関係者

（加害者弁護士を含む）の対応(n=95)

捜査関係者（警察、検察）の対応
(n=95)

裁判所関係者の対応
(n=95)

弁護士の対応
(n=95)

役所窓口での対応
(n=95)

被害者団体・支援団体の対応
(n=95)

病院関係者の対応
(n=95)

マスコミによる取材
(n=95)

周囲の人々による無神経な言動
(n=95)

職場での無理解
(n=95)

インターネットでの誹謗中傷
(n=95)

その他
(n=95)

傷ついた どちらともいえない 傷つかなかった 無回答 .
 

－６－ 



 

（３）今後さらに充実させていくことが望ましいと考える支援 

犯罪被害者等が、被害者支援を進めていく上で今後さらに充実させていくことが望ましいと思

う支援の内容は、「被害者支援に精通した弁護士の紹介」が６割を超えるほか、「カウンセ

リング」が過半数、「被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動」が約５割とな

っており、被害者への法的支援、専門家によるカウンセリング、啓発活動を求める声が多い。 

44.2

50.5

27.4

65.3

29.5

44.2

9.5

44.2

27.4

24.2

37.9

45.3

34.7

3.2

0% 20% 40% 60% 80%

電話・面接相談

カウンセリング

病院、裁判所等への付添い

被害者支援に精通した弁護士の紹介

精神科医・カウンセラーの紹介

各支援機関・支援団体間での連携

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事・育児・介護などの生活支援

相談員・支援員の育成・確保

被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=95)

複数回答可
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「性犯罪・性暴力被害者に対する調査」 

 

（１）被害者のおかれた状況等 

 

ア 性的被害者のおかれた状況の認知については、「あまり知られていない」「全く知られていな

い」を合わせると８割超となっている。 

4.5 11.4 25.0 56.8

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=44)

よく知られている 一応知られている どちらともいえない

あまり知られていない 全く知られていない 無回答

 

 

イ 行政機関や被害者支援団体による相談窓口・支援制度の認知については、「あまり知られ

ていない」、「全く知られていない」を合わせると約９割となっている。 

4.5 9.1 40.9 45.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=44)

よく知られている 一応知られている どちらともいえない

あまり知られていない 全く知られていない 無回答
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ウ 性的被害者に対しての人権の配慮については、「あまり配慮されていない」「全く配

慮されていない」を合わせると７割超となっている。 

2.3

13.6 11.4 36.4 36.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体
(n=44)

十分配慮されている

一応配慮されているが、加害者と比べて十分でない

どちらともいえない

あまり配慮されていない

全く配慮されていない

無回答  
 

以上のことから、性犯罪・性暴力被害者の多くは、性的被害者のおかれた状況や行政機関・

被害者支援団体の相談窓口・支援制度に対する世間一般の認識は低く、性的被害者の人権へ

の配慮もされていないと考えていることが分かった。 
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（２）被害による心身への影響の大きさ 

性犯罪の被害に遭われた方及びそのご家族に対する調査では、被害遭遇後の心身の状況に

ついて、８割超が「PTSD（フラッシュバック、回避、過覚醒）」と回答している。また、「不眠」が６割を

占めるほか、「感情まひ」、「食欲不振」、「疲労」、「過呼吸」は全て 5割を超えており、被害による心

身の影響の大きさがうかがえる。 

34.1

61.4

52.3

54.5

25.0

34.1

29.5

52.3

20.5

47.7

31.8

56.8

81.8

9.1

9.1

27.3

2.3

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

頭痛

不眠

疲労

食欲不振

食欲異常

胃痛

手足の震え

過呼吸

嘔吐

うつ状態

パニック障害

感情まひ

PTSD（フラッシュバック、回避、過覚醒）

薬物依存

アルコール依存

その他

ほとんど変化なし

無回答

全体
(n=44)

複数回答可
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被害後の他人の言動・態度により傷ついたことについては、「傷ついた」は「周囲の人々による無神

経な言動」が６割を超えており、被害者は加害者や加害関係者だけではなく、周囲の人々の言動

によっても傷ついていることがうかがえる。 

59.1

38.6

9.1

22.7

18.2

25.0

20.5

6.8

61.4

38.6

18.2

20.5

11.4

22.7

29.5

18.2

20.5

9.1

15.9

22.7

11.4

13.6

18.2

4.5

9.1

15.9

15.9

22.7

15.9

36.4

29.5

15.9

4.5

13.6

18.2

4.5

20.5

22.7

45.5

36.4

45.5

29.5

34.1

54.5

22.7

34.1

45.5

70.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

加害者及び加害者関係者

（加害者側弁護士を含む）の対応（n=44）

捜査関係者（警察、検察）の対応

（n=44）

裁判所関係者の対応

（n=44）

弁護士の対応

（n=44）

役所窓口での対応

（n=44）

被害者団体・支援団体の対応

（n=44）

病院関係者の対応

（n=44）

マスコミによる取材

（n=44）

周囲の人々による無神経な言動

（n=44）

職場での無理解

（n=44）

インターネットでの誹謗中傷

（n=44）

その他

（n=44）

傷ついた どちらともいえない 傷つかなかった 無回答 .
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（３）今後さらに充実させていくことが望ましいと考える支援 

性犯罪・性暴力被害者が、被害者支援を進めていく上で今後さらに充実させていくことが望まし

いと思う支援の内容は、「被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動」が 70.5%、

次いで、「カウンセリング」が 59.1%となっており、啓発活動やカウンセリングを求める声

が多くなっている。 

43.2

59.1

15.9

38.6

38.6

31.8

27.3

45.5

18.2

18.2

20.5

47.7

70.5

45.5

2.3

0% 20% 40% 60% 80%

電話・面接相談

カウンセリング

病院、裁判所等への付添い

被害者支援に精通した弁護士の紹介

精神科医・カウンセラーの紹介

各支援機関・支援団体間での連携

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事・育児・介護などの生活支援

被害者宅周辺の安全確保

相談員・支援員の育成・確保

被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=44)

複数回答可
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「被害者団体・被害者支援団体等に対する調査」 

 

（１）被害者の支援を進めていく上での課題 

被害者の支援を進めていく上での課題については、「専門人材の確保」が 73.3%と７割を超え、

「財源の確保（予算が少ない）」が 66.7%と６割を超えている。 

66.7

73.3

20.0

13.3

26.7

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財源の確保（予算が少ない）

専門人材の確保

支援の拠点となる事務所等の確保

団体の知名度が低い

特になし

その他

無回答

全体
(n=15)

複数回答可
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（２）今後、力を入れていきたい支援内容 

今後、力を入れていきたい支援内容は、「電話相談」が 60.0%と最も多く、次いで「弁護士等によ

る法律相談」と「他団体との連携」が同じく 53.3%、「面接相談」と「警察や行政機関との連携」と「被

害者のおかれた現状の理解を進めるための啓発活動」が同じく 40.0%となっている。 

60.0

40.0

6.7

53.3

33.3

6.7

6.7

13.3

6.7

40.0

33.3

53.3

33.3

40.0

26.7

6.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

電話相談

面接相談

医師等によるカウンセリング

弁護士等による法律相談

弁護士の紹介

病院、裁判所等への付添い

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事支援

育児支援

介護・看護支援

警察や行政機関との連携

医療機関との連携

他団体との連携

団体の広報活動

被害者のおかれた現状の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=15)

複数回答可
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（３）今後さらに充実させていくことが望ましいと考える支援 

被害者支援を進めていく上で今後さらに充実させていくことが望ましいと思う支援の内容は、

「相談員・支援員の育成・確保」が 73.3％と最も多く、次いで「各支援機関・支援団体間での連携」

が 66.7%、「被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動」が 60.0%となっており、「相談

員・支援員の育成・確保」や「支援機関・支援団体間での連携」を求める声が多くなっている。 

33.3

26.7

6.7

33.3

13.3

66.7

6.7

33.3

6.7

6.7

73.3

60.0

33.3

6.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電話・面接相談

カウンセリング

病院、裁判所等への付添い

被害者支援に精通した弁護士の紹介

医療機関の紹介

各支援機関・支援団体間での連携

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事・育児・介護などの生活支援

相談員・支援員の育成・確保

被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=15)

複数回答可

 

－１５－ 



「性犯罪・性暴力被害者支援団体に対する調査」 

（１）被害者支援を進めていく上での課題 

被害者支援を進めていく上での課題については、「財源の確保（予算が少ない）」が 100.0%、「専

門人材の確保」も 80.0%となっている。 

100.0

80.0

20.0

40.0

40.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

財源の確保（予算が少ない）

専門人材の確保

支援の拠点となる事務所等の確保

団体の知名度が低い

特になし

その他

無回答

全体

（n=5）

複数回答可

 

 

－１６－ 



（２）今後、力を入れていきたい支援内容 

今後、力を入れていきたい支援内容については、「電話相談」、「産婦人科の紹介」、「医師等に

よるカウンセリング」、「精神科医の紹介」、「弁護士の紹介」、「医療機関との連携」、「他団体との

連携」、「団体の広報活動」及び「被害者のおかれた現状の理解を進めるための啓発活動」が同じ

く 40.0%と最も多く、次いで「面接相談」、「病院、裁判所等への付添い」及び「自助グループの運営」

が同じく 20.0%なっている。 

40.0

20.0

40.0

40.0

40.0

40.0

20.0

20.0

40.0

40.0

40.0

40.0

60.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電話相談

面接相談

産婦人科の紹介

医師等によるカウンセリング

精神科医の紹介

弁護士等による法律相談

弁護士の紹介

病院、裁判所等への付添い

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事支援

育児支援

介護・看護支援

警察や行政機関との連携

医療機関との連携

他団体との連携

団体の広報活動

被害者のおかれた現状の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体

（n=5）

複数回答可複数回答可

 

－１７－ 



（３）今後さらに充実させていくことが望ましいと考える支援 

性犯罪・性暴力被害者支援を進めていく上で今後さらに充実させていくことが望ましいと思う支

援の内容は、「相談員・支援員の育成・確保」及び「被害者のおかれた状況の理解を進めるための

啓発活動」が 80%、次いで「電話・面接相談」、「居住場所の確保」及び「経済的支援」が 60%となって

いる。 

60.0

20.0

20.0

20.0

60.0

60.0

80.0

80.0

60.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電話・面接相談

カウンセリング

病院、裁判所等への付添い

被害者支援に精通した弁護士の紹介

医療機関の紹介

各支援機関・支援団体間での連携

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事・育児・介護などの生活支援

相談員・支援員の育成・確保

被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=5)

複数回答可複数回答可

 

 

－１８－ 



「区市町村に対する調査」 

（１）支援制度の具体的内容 

区市町村が行っている支援の具体的内容については、「弁護士等による法律相談」が 46.8%と最

も多く、次いで「医療機関や他の支援機関の紹介」が 45.2%、「面接相談」が 41.9%となっている。 

38.7

41.9

11.3

45.2

46.8

33.9

8.1

3.2

8.1

9.7

12.9

9.7

21.0

6.5

17.7

9.7

4.8

0% 20% 40% 60%

電話相談

面接相談

病院、裁判所等への付添い

医療機関や他の支援機関の紹介

弁護士等による法律相談

DV被害者、虐待児童の一時保護

一時的居住場所の提供（DV、児童虐待を除く

中長期的居住場所の提供（公営住宅への優先入居等）

経済的支援（見舞金の支給、生活資金貸付等）

家事支援

育児支援

介護・看護支援

福祉相談

自助グループの紹介・運営

なし

その他

無回答

全体
(n=62)

複数回答可

 

 

－１９－ 



（２）被害者が利用できる支援制度・事業 

区市町村において被害者が利用できる支援制度・事業については、「特になし」が 40.3%と最も多

く、次いで「資金貸付」が 37.1%、「育児支援」が 32.3%となっている。 

37.1

17.7

25.8

32.3

25.8

40.3

12.9

3.2

0% 20% 40% 60%

資金貸付

住宅提供（民間住宅の借上、

公営住宅の優先入居等）

家事支援

育児支援

介護・看護支援

特になし

その他

無回答

全体
(n=62)

複数回答可

 

 

（３）被害者支援を進めていく上での課題 

被害者支援を進めていく上での課題については、「支援に精通した人材の確保」が 56.5%と５割

を超え、「被害者の実態の把握（被害者の存否を含む）」も 54.8%と５割を超えている。 

33.9

41.9

56.5

54.8

41.9

9.7

8.1

1.6

0% 20% 40% 60% 80%

予算の確保

人員の確保

支援に精通した人材の確保

被害者の実態の把握

（被害者の存否を含む）

被害者のニーズの把握

特になし

その他

無回答

全体
(n=62)

複数回答可

 
 

－２０－ 



（４）今後、充実させていきたい支援内容 

今後、充実させていきたい支援内容については、「警察や被害者支援団体との連携」と「被害者

のおかれた現状の理解を進めるための啓発活動」が同じく 32.3%と最も多く、次いで「面接相談」が

30.6%となっている。 

22.6

30.6

6.5

21.0

1.6

19.4

4.8

3.2

1.6

3.2

1.6

1.6

32.3

8.1

17.7

32.3

22.6

9.7

0% 20% 40%

電話相談

面接相談

医師等によるカウンセリング

弁護士等による法律相談

病院、裁判所等への付添い

医療機関や他の支援機関の紹介

DV被害者、虐待児童の一時保護

一時的居住場所の提供（DV、児童虐待を除く）

中長期的居住場所の提供（公営住宅への優先入居等）

経済的支援（見舞金の支給、生活資金貸付等）

自助グループの運営支援

家事支援

育児支援

介護・看護支援

福祉相談

警察や被害者支援団体との連携

医療機関との連携

他の行政機関との連携

被害者のおかれた現状の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=62)

複数回答可

 

－２１－ 



（５）今後充実させていくことが望ましいと考える支援 

被害者支援を進めていく上で今後充実させていくことが望ましいと思う支援の内容は、「各支

援機関・支援団体間での連携」が４割を超え、「被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓

発活動」と「相談員・支援員の育成・確保」が共に３割を超えている。 

30.6

22.6

4.8

22.6

8.1

45.2

8.1

16.1

1.6

3.2

33.9

37.1

21.0

4.8

0% 20% 40% 60%

電話・面接相談

カウンセリング

病院、裁判所等への付添い

被害者支援に精通した弁護士の紹介

医療機関の紹介

各支援機関・支援団体間での連携

居住場所の確保

経済的支援

自助グループの運営

家事・育児・介護などの生活支援

相談員・支援員の育成・確保

被害者のおかれた状況の理解を進めるための啓発活動

その他

無回答

全体
(n=62)

複数回答可

 

 

 

－２２－ 


